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第107回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

連 結 注 記 表 

個 別 注 記 表 
（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで） 

 

宇部興産株式会社 
 

 
当社は、第107回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第16条の規定

に基づき、当行ホームページ（http://www.ube.co.jp）に掲載することによ

り株主の皆さまに提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

1. 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数 67社 

主要な連結子会社の名称： 宇部興産機械㈱、宇部マテリアルズ㈱、宇部アンモニア工業㈲、宇部日

東化成㈱、ウベ・マシナリー，インコーポレーテッド、ウベ・アドバン

スド・マテリアルズ，インコーポレーテッド、ウベ・ケミカル・ヨーロ

ッパ，エスエー、ウベ・エンジニアリング・プラスチックス，エスエー、

ウベ・ケミカルズ・アジア，パブリック・カンパニー・リミテッド、タ

イ・シンセティック・ラバーズ，カンパニー・リミテッド、ウベ・ファ

イン・ケミカルズ・アジア，カンパニー・リミテッド 

主要な非連結子会社の名称：宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱ 

なお、非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除外している。 

2. 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した非連結子会社の数 13社 

   主要な持分法を適用した非連結子会社の名称：宇部日新石灰㈱、中四国宇部コンクリート工業㈱ 

  持分法を適用した関連会社の数   12社 

   主要な持分法を適用した関連会社の名称：宇部三菱セメント㈱、ユーエムジー・エービーエス㈱ 

  持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

主要な持分法を適用しない非連結子会社の名称：宇部日東化成(無錫)有限公司 

主要な持分法を適用しない関連会社の名称：山機運輸㈱ 

なお、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外している。 

3. 連結の範囲の変更 

  新規設立子会社であるウベ・タイランド，カンパニー・リミテッドは、当期より連結の範囲に含めた。 

  連結子会社であった浦安宇部生コン㈱は、当期中に清算結了したため、連結の範囲から除外した。 

4. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法） 

そ の 他 有 価 証 券：時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期における純

資産の当社持分割合で評価している。 
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 (2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

            ：時価法 

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定している。 

 (4) 減価償却資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

：当社は主として定額法を採用しているが、多くの連結子会社は定率法を採用

している。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

は定額法を採用している。 

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

：鉱業権については生産高比例法、その他については定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用している。 

リ ー ス 資 産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 (5) 繰延資産の処理方法 

   社債発行費については、繰延資産に計上し、社債償還期限で均等償却している。 

 (6) 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個別に回収

不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期間における貸

倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上している。 

賞 与 引 当 金：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上している｡

役 員 賞 与 引 当 金：当社及び一部の連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計

上している。 

受 注 損 失 引 当 金：受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失が発生する可能性が高いと見

込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な受注契約につい

て、損失見込額を計上している。 

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上している。 

 会計基準変更時差異（31,241百万円）については、13年による按分額を費用

処理している。また、一部の連結子会社は会計基準変更時差異を一括償却し

ており、このうち１社は退職給付信託を設定している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５～14年）による定額法により費用処理している。なお、一部の連結子会社

は定率法を採用している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10～14年）による定率法により、翌期から費用処理している。なお、

一部の連結子会社は定額法を採用している。 
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  当期末において当社は、年金資産の額が、退職給付債務に会計基準変更時差

異の未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した

額を超過しているため、当該超過額は前払年金費用として投資その他の資産

｢その他」に含めている。なお、当社は保有する投資有価証券の一部を拠出

し、退職給付信託を設定している。 

役員退職慰労引当金：連結子会社は役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基

づき計算した期末要支給額を計上している。 

特 別 修 繕 引 当 金：船舶の定期検査費用等の支出に備えるため、見積額を計上している。 

事 業 損 失 引 当 金：当社及び連結子会社が営む事業に関連して今後発生が見込まれる損失につい

て、合理的に見積り可能な金額を計上している。 

 (7) ヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用している。金利スワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合は、特例処理を採用している。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段     ヘッジ対象 

金利スワップ    借入金 

金利オプション   借入金 

為替予約      外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

通貨オプション   外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

通貨スワップ    外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

石炭スワップ    市場連動価格で購入する石炭 

  ③ ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は内部規定である「金融市場リスク管理規程」及び「年度リスク管理要領」

等に基づき、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。 

当社が行う石炭ヘッジ取引については、｢石炭ヘッジ取引リスク管理規程」及び「石炭ヘッジ取引

リスク管理要領」に基づき、価格変動リスクをヘッジしている。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価し

ている。但し、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略している。 

 (8) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、その効果の発現する期間に応じて償却することとし、原則として20年間の定額法により

償却している。 

 (9) 消費税等の処理の方法 

税抜方式によっている。 
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(会計方針の変更) 

1. 減価償却方法の変更 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当期より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。 

なお、これによる当期損益に与える影響は軽微である。 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  担保に供している資産 

有 ・ 無 形 固 定 資 産 112,355百万円

投 資 有 価 証 券 2,724百万円

  担保に係る債務 

短 期 借 入 金 2,180百万円

長 期 借 入 金 

(１年以内返済額を含む） 

12,087百万円

 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 696,837百万円

  なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。 

 

3. 保 証 債 務 

債 務 保 証 924百万円

保 証 予 約 760百万円

  計 1,684百万円

 
4. 受 取 手 形 割 引 高 1,223百万円

 

(連結損益計算書に関する注記) 
 
1. 特別利益（その他）の内訳 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 116百万円

固 定 資 産 受 贈 益 176百万円

負 の の れ ん 発 生 益 65百万円

2. 特別損失（その他）の内訳 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3百万円

持 分 変 動 損 失 213百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 219百万円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当期末の発行済株式の種類及び総数 

普 通 株 式 1,009,165,006株 

2. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 5,035 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日

 
 (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成25年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する。 

① 配 当 の 原 資    利益剰余金 

② 配 当 金 の 総 額    5,035百万円 

③ １ 株 当 た り 配 当 額    5.00円 

④ 基 準 日    平成25年３月31日 

⑤ 効 力 発 生 日    平成25年６月28日 

 
3. 当期末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の種類及

び数 

普 通 株 式 640,000株 

 

(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社及び連結子会社は、資金運用については元本毀損リスクの少ない短期的な預金等で行い、銀行等

金融機関からの借入やコマーシャル・ペーパー、社債及び新株予約権付社債の発行等により資金調達

を行っている。 

受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、｢売掛金回収規程」及び「販売基本規程」等に従いリスクの

軽減を図っている。また、投資有価証券は主に株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把

握している。 

短期借入金、コマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、社債、長期借入金は主

に設備投資に係る資金調達である。変動金利支払の借入金は、一部はデリバティブ取引（金利スワッ

プ取引及び金利オプション取引）を行いリスクヘッジしている。 

なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、リスクを回避することを目的とし、投機的な取引は

行わないとしている。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めていない（(注２）を参照)。 
(単位：百万円) 

 

 
連結貸借対照表計上額

（*１) 
時価（*１) 差額 

(1) 現金及び預金 36,280 36,280 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 143,223 143,223 ― 

(3) 投資有価証券    

   その他有価証券 8,494 8,494 ― 

(4) 支払手形及び買掛金 (83,247) (83,247) ― 

(5) 短期借入金 (*２) (61,979) (61,979) ― 

(6) コマーシャル・ペーパー (1,999) (1,999) ― 

(7) 未払金 (32,512) (32,512) ― 

(8) 未払法人税等 (5,897) (5,897) ― 

(9) 社債 (*３) (30,100) (30,352) 252 

(10)長期借入金 (*２) (150,970) (153,369) 2,399 

(11)デリバティブ取引 (*４) (169) (169) ― 
 
 (*１) 負債に計上されているものについては、( ）で示している。 

 (*２) １年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表計上額40,580百万円）は、(10) 長期借入金に含

めている。 

 (*３) １年内償還予定の社債（連結貸借対照表計上額100百万円）は、(9) 社債に含めている。 

 (*４) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示している。 

 

 (注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっている。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関から提示された価格によっている。 

(4) 支払手形及び買掛金、（5）短期借入金、(6）コマーシャル・ペーパー、(7）未払金、並びに 

(8）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっている。 

(9) 社債 

これらの時価について、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元
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利金の合計額を当該社債残存期間に応じて新規に同様の社債を発行した場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定している。 

(10)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、残存期間で新規に借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定している。変動金利による長期借入金は金利スワッ

プの特例処理の対象とされており（下記(11)参照）、当該金利スワップと一体として処理された

元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引い

て算定している。 

(11)デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記(10)参照)。 

 

(注２) 非上場株式等（連結貸借対照表計上額32,292百万円）は、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものであるため、｢(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含めて

いない。 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、山口県その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産を所有

している。 

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項 
(単位：百万円) 

 
連結貸借対照表計上額 時     価 

17,795 43,610 
 

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額である。 

(注２) 当期末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価

書に基づく金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映し

ていると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額である。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

 １株当たり純資産額 214円35銭

 １株当たり当期純利益 8円22銭

 

(その他の注記) 

1. 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示している。 
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個 別 注 記 表 
 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法による原価法 
そ の 他 有 価 証 券 ：時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 
但し、匿名組合出資金については、当該匿名組合の直近決算期における
純資産の当社持分割合で評価している。 

2. デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
             ：時価法 
3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 及 び 製 品 ：原価法（総平均法） 
仕 掛 品 ：原価法（総平均法、個別法） 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 ：原価法（総平均法） 

 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 
4. 固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産（リース資産を除く） 

建物、構築物、機械及び装置：定額法 
そ の 他：定率法 

  無形固定資産（リース資産を除く） 

鉱 業 権：生産高比例法 
ソ フ ト ウ ェ ア：社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法 
そ の 他：定額法 

  リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 
 ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

5. 繰延資産の処理方法 
  社債発行費については、繰延資産に計上し、社債償還期限で均等償却している。 
6. 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上するほか、個別に
回収不能を見積った債権を除いた一般債権に対して、過去の一定期間にお

ける貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上している。 
投 資 損 失 引 当 金 ：関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討して

必要と認められる額を計上している。なお、当引当金1,817百万円は、貸借

対照表上、関係会社株式から直接控除している。 
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賞 与 引 当 金 ：従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上して

いる。 

役 員 賞 与 引 当 金 ：役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上している。 

退 職 給 付 引 当 金 ：従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。 

 会計基準変更時差異（27,903百万円）については、13年による按分額を費

用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年）による定率法により、翌期から費用処理している。 

 なお、当期末においては、年金資産の額が、退職給付債務に会計基準変更

時差異の未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているため、当該超過額は前払年金費用として投資その

他の資産に計上している。 

関連事業損失引当金 ：関係会社の財政状態の悪化に伴う損失に備えるため、投資額を超えて当社

が負担することとなる損失見込額及び事業の整理に関連して発生する損失

見込額を計上している。 

7. ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用している。金利スワップについては特例処理の要件を満たしている

場合は、特例処理を採用している。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段     ヘッジ対象 

金利スワップ    借入金 

金利オプション   借入金 

為替予約      外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

通貨オプション   外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

石炭スワップ    市場連動価格で購入する石炭 

 (3) ヘッジ方針 

当社の内部規定である「金融市場リスク管理規程｣、｢年度リスク管理要領」及び「石炭ヘッジ取引

リスク管理規程｣、｢石炭ヘッジ取引リスク管理要領」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスク

及び価格変動リスクをヘッジしている。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価して

いる。但し、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略している。 

8. 消費税等の処理の方法 

税抜方式によっている。 
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(会計方針の変更) 
 
1. 減価償却方法の変更 

法人税法の改正に伴い、当期より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。 

なお、これによる当期損益に与える影響は軽微である。 

 

(貸借対照表に関する注記) 
 
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  担保に供している資産 

建 物 5,866百万円

構 築 物 25,789百万円

機 械 及 び 装 置 48,128百万円

工 具 、 器 具 及 び 備 品 19百万円

土 地 14,866百万円

鉱 業 権 182百万円

投 資 有 価 証 券 2,723百万円

計  97,576百万円

  担保に係る債務 

長 期 借 入 金
(１年以内返済額を含む)

 9,113百万円

関係会社１社の長期借入金
(１年以内返済額を含む)

 498百万円

計  9,611百万円
 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 413,915百万円 

  なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。 

3. 保証債務 

  下記の会社等の銀行借入等に対し保証及び保証類似行為を行っている。 

（債務保証）  

ウ ベ ・ ケ ミ カ ル ズ ・ ア ジ ア , 

パブリック・カンパニー・リミテッド 

1,120百万円（9,600千US＄他） 

㈱関東宇部ホールディングス 245百万円 

その他 ６件 5,017百万円（うち外貨建26,250千US＄他） 

   計 6,383百万円 

（保証予約）  

㈱関東宇部ホールディングス 2,440百万円 

その他 ７件 3,578百万円 

   計 6,019百万円 
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4. 関係会社に対する金銭債権・債務 

関係会社に対する短期金銭債権 44,883百万円

関係会社に対する長期金銭債権 15,156百万円

関係会社に対する短期金銭債務 32,627百万円

関係会社に対する長期金銭債務 102百万円

 

(損益計算書に関する注記) 
 
1. 関係会社との取引 

関 係 会 社 に 対 す る 売 上 高 114,052百万円

関 係 会 社 か ら の 仕 入 高 58,209百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 14,812百万円

2. 特別利益（その他）の内訳 

固 定 資 産 売 却 益 204百万円

固 定 資 産 受 贈 益 176百万円

3. 特別損失（その他）の内訳 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 197百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 90百万円

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

 自己株式の種類及び株式数 
 

 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普 通 株 式 2,134,296株 44,492株 31,625株 2,147,163株 

合   計 2,134,296株 44,492株 31,625株 2,147,163株 
 
 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加44,492株は、単元未満株式の買取請求に伴う取得による。 

    普通株式の自己株式の株式数の減少31,625株は、単元未満株式の買増請求に伴う売却による。 
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(税効果会計に関する注記) 
 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産） 

投資損失引当金繰入額否認 687百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 否 認 1,413百万円

有 姿 除 却 解 体 費 用 否 認 4,079百万円

株 式 評 価 損 否 認 1,350百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 否 認 5,501百万円

固定資産減損損失額否認 2,423百万円

関 連 事 業 損 失 額 否 認 1,046百万円

そ の 他 3,357百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 19,856百万円

評 価 性 引 当 額 （―）4,731百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 15,125百万円

(繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 （―）1,205百万円

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 （―）4,275百万円

合併受入固定資産評価益 （―）1,140百万円

前 払 年 金 費 用 （―）3,118百万円

そ の 他 （―）251百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 （―）9,989百万円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 5,136百万円
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(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相当額 
（百万円） 

減価償却累計額相当額
（百万円） 

期末残高相当額 
（百万円） 

機 械 及 び 装 置 1,380 839 540 

工具、器具及び備品 7 6 0 

合   計 1,387 846 541 
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 138百万円

１ 年 超 402百万円

 合 計 541百万円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 161百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はない。 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

子会社等 
 

属性 会社名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合 

関係内容 
取引の
内容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 
ウベボード
㈱ 

山口県 
宇部市 

490 

ボード、
OAフロア
の製造・
販売およ
び責任施
工 

(所有)
直接 
100％

兼任１人
(うち当社
従業員
１人)

宇部三菱
セメント
㈱から原
料のセメ
ントを供
給してい
る 

運転資
金の貸
付 

(注１)

― 
短期 
貸付金 

7,287

子会社 宇部貿易㈱ 
東京都 
品川区 

500 清算中
(所有)
直接 
100％

なし ― 

清算資
金の貸
付 

(注２)

― 
長期 
貸付金 

8,757

子会社 

ウベ・ケミ
カルズ・ア
ジア，パブ
リック・カ
ンパニー・
リミテッド 

タイ 
バンコ
ック市 

(百万 
バーツ)
10,739 

ナイロン
樹脂、ナ
イロンコ
ンパウン
ド、カプ
ロラクタ
ム､ 硫安
の 製 造
・販売 

(所有)
直接 

73.77％
間接 

0.04％

兼任５人
(うち当社
従業員
５人)

出向１人

アジアに
おける当
社グルー
プの化学
事業を推
進 

配当金
の受取
(注３)

8,724 ― ―

子会社 
宇部シーア
ンドエー㈱ 

山口県 
宇部市 

490 
豪州炭等
の販売 

(所有)
直接 

75.5％

兼任５人
(うち当社
従業員
５人)

当社輸入
炭の販売

輸入炭
の販売
(注４)

26,631 売掛金 4,886

関連 
会社 

宇部三菱セ
メント㈱ 

東京都 
千代田
区 

8,000 

セ メ ン
ト、セメ
ント系固
化材、ス
ラグ粉の
販売 

(所有)
直接 

50.0％

兼任４人
(うち当社
従業員
３人)

出向４人

当社セメ
ント製品
の販売 

セメン
ト製品
の販売
(注５)

34,586 売掛金 13,395

 
上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) ウベボード㈱に対する短期貸付金については、３ヶ月日本円TIBORに一定のスプレッドを加算し

た利息を徴収している。 

(注２) 宇部貿易㈱に対する長期貸付金については、同社が清算中であるため利息徴収を行っていない。 

(注３) タイ国 IRPC パブリック・カンパニー・リミテッドとの資本提携にあたり、剰余金の配当を行

ったものである。 

(注４) 宇部シーアンドエー㈱は輸入炭を全量当社から仕入れており、販売価格については市況等を基

に決定している。 

(注５) 宇部三菱セメント㈱へのセメント及びセメント系固化材の販売については、同社の販売価格か

ら同社の販売経費、物流経費等を差し引いた価格で行っている。 
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(１株当たり情報に関する注記) 

 １株当たり純資産額 135円77銭

 １株当たり当期純利益 10円24銭

 

(その他の注記) 

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 


